
島崎邦彦氏の日本地球惑星科学連合 2016 年大会(2016/05/25)での発表「過小な

日本海『最大クラス』津波断層モデルとその原因」へのコメント 

 

はじめに 

島崎先生の発表は 1)、大変重要な問題提起を含んでいると思いますが、問題とさ

れている入倉・三宅(2001)2）のスケーリング則が高角断層で過小評価になるとい

う主張は、「科学的事実」と「行政的判断のあり方」が区別されずに、議論さ

れており、大変残念に思っております。ここでは、入倉・三宅 (2001)2）のスケ

ーリング則を用いると、強震動評価が過小評価になるという島崎先生の主張に

絞って、問題点を指摘させていただきます。 

 

入倉・三宅 (2001)2）のスケーリング則は科学論文として査読付きの雑誌（地学

雑誌）掲載されたものであり、そこで導かれた経験的関係式は、強震動データ

の解析で確認されたものです。その経験的関係式が、最近のデータでも成り立

つことは、2015 年の日本地震工学会論文集の宮腰・入倉・釜江の論文 3)（査読

付き論文）でも検証されています。そのほか、関連論文として、日本地震学会

「地震」の田島・他(2013)4)や国際誌(PAGEOGH）に掲載された Murotani et 

al.(2015)論文でも、その有効性が検証されています。 

  

2016 年熊本地震(M 7.3)の震源モデルへの適用性 

島崎先生は、日本地球惑星科学連合大会の講演中に入倉・三宅式が 2016 年熊本

地震で成り立っていないといわれましたが、入倉・三宅(2001)論文は強震動記

録や遠地記録など seismic data（地震学的データ）に基づいて導かれたもので

あるのに対し、熊本地震について島崎先生は国土地理院の測地データによる均

質震源モデル 6)と比較されています。熊本地震については、入倉・三宅(2001)

論文で用いた強震動記録による波形インバージョン解析が多くの著者によりな

され、すでに発表されています（例えば,浅野,20167）;纐纈・他,20168);久保・

他,20169))。島崎先生が、それらの強震動データの波形インバージョン解析結果

を全く無視されているのは、きわめて不自然に思います。熊本地震については、

今後のより精緻な解析が必要な段階ですが、強震動記録を用いた解析結果(断層

長さ 40-56km、断層幅 16-20km)を整理すれば、一定のばらつき（例えば 1σ）の

範囲で、スケーリング則に合致している、と考えています。 

  

しかしながら、島崎先生が発表で指摘されたように測地データから求めた均質

な震源断層は過小評価となってしまう、という問題はあります。国土地理院に

よる測地データを用いた解析は、震源断層で一様な静的変形を仮定して、破壊



域面積と平均変形量を推定したものです。それに対して、波形インバージョン

解析は、強震動データを用いて震源断層におけるすべり分布を一様と仮定する

ことなく逆問題として不均質なすべり分布を推定するものです。強震動の生成

は、震源断層におけるすべりの不均質性によることが多くの研究者により明ら

かにされ、国際的にもコンセンサスが得られた考えです。強震動データによる

震源断層が大きく決まるのは、実際の動的な断層すべりは震源断層内で決して

一様ではなく、不均質なすべり分布となるため、全体の破壊域は測地データの

均質すべりを仮定したモデルに比べて顕著に大きく決まることになるためと考

えられます。したがって、強震動データの解析で決まる断層長さは、地下に存

在する震源断層の実際の長さを表していると考えられます。 

 

2016 年熊本地震については、国土地理院は、前述の方法とは別に、SAR(だいち

2 号)および GNSS で観測された測地データを用いて、布田川断層帯および日奈

久断層帯に震源断層面を設定してインバージョン解析によりすべり分布の推定

も行っています 10)。結果として推定された断層すべりは不均質な分布を示し、

布田川断層帯および日奈久断層帯の震源断層を合わせると断層面積は約 60 x 20 
km2（これは解析用に設定された破壊域面積、実際のすべり域はこれよりやや小

さいと考えられる）に及んでいます。この事実は、強震動データでも測地デー

タでも、断層面上の不均質なすべりを考慮すれば、ほぼ同じ解が得られること

を示すものです。 
  

もう１つの問題として、宮腰・他（2015）3)でも指摘されていますが、地表で観

測できる地表断層のずれの長さ(Lsurf)と震源インバージョンから決まる震源

断層の長さ（Lsub）は、必ずしも一致しない場合（例えば、1995 年兵庫県南部

地震）があり、それらを一致させるために活断層調査をどうするか、という問

題は、重要です。 

 

今回の熊本地震を例としても、事前に認定されていた活断層の長さ、地震後の

認定された地表地震断層の長さ、地震後に累積地形の情報などの追加情報で活

断層と認定できる長さ、さらに震源インバージョンからの震源断層長さ等が必

ずしも一致していないという問題は残されています。また、断層幅についても、

事前にどのように推定するかについて、経験的関係の検討が必要です。入倉・

三宅式は、横ずれ断層地震と逆断層地震を区別しないで、破壊域面積と地震モ

ーメントの経験的関係を求めたものです。断層の幅が地震発生層の厚さに関係

するというのは、多くの地震学の研究者による「微小地震や大地震の直後の余

震は地震発生層内で発生する」という観測事実に基づいたものです。 



 

これらのことからも、入倉・三宅(2001)2)式あるいは Murotani et al.(2015)5)

式は、将来の地震の規模や必要な断層パラメータを推定する上で、基礎となる

式ではありますが、それですべてのパラメータが決められるわけではなく、個

別の活断層を想定して強震動を予測するために、技術的にどのようにしたらい

いか、別途の検討が必要と考えます。 

  

実際、2016 年熊本地震の地表地震断層の調査で、地表にずれの現れた長さは産

総技術総合研究研により約 34 km とされていますが、強震動記録のインバージ

ョンから推定される震源断層の長さは 40-56 km となっています。このような食

い違いは以前からも、問題になっており、活断層の調査手法として、地表の変

動地形だけでなく、反射法探査や重力探査など地球物理学的手法も取り入れる

など検討する必要があると考えます。 

 

地震データがほとんどない過去の地震による検証  

そのほか、島崎先生は日本地球惑星科学連合 2016 年大会の講演の中で、「測量

によって地震時の静的変形が観測されている 1927 年北丹後地震、1930 年北伊豆

地震、1943 年鳥取地震について、既存の断層面積の推定値（Kanamori,197311）; Abe, 

197812））から、入倉・三宅式を用いて平均的なずれの量を求め、これから推定

される変形が実測値と調和的かどうかを検討されました。その結果、入倉・三

宅式では「実測値の 1/4 以下の変形しか説明できないことがわかった。」とさ

れています。島崎先生は、変形の実測値を比較されたと書かれていますが、

Abe(1978)や Kanamori(1973）の論文を確認すると、それらは一様なすべりの断

層モデルを設定し、地表の変形量を計算し、地表の変形量の実測データ（測地

データ）と比較して、断層面の変形を推定したものです。このことは、測地デ

ータからの均質モデルのすべり量と強震動記録からのインバージョンによる不

均質すべり分布が一致していない、というこれまでの解析結果に対応している

可能性があり、先に述べた熊本地震でも国土地理院の均質震源モデル（測地デ

ータ）と強震動から求めた震源モデルの食い違いと同じ理由があると考えられ

ます。 

 

一方で、入倉・三宅式は、破壊域面積と地震モーメントの関係を与えるもので

すから、いかに信頼性ある断層面積を推定できるかが予測問題として極めて重

要な課題です。そのための調査データの収集が必要不可欠と考えます。 
 

おわりに 



 上記のように、科学的論文としての入倉・三宅(2001)の内容が、正しくない、

とする結論は、いかにも性急すぎる判断と思います。入倉・三宅式を強震動予

測など防災目的に用いるとき「行政的にどのような注意が必要か」は、あきら

かに別の話です。強震動データを用いた熊本地震の解析結果と入倉・三宅式と

の比較など、詳細な分析を抜きにして、入倉・三宅(2001)を使うと過小評価に

なると断罪することは、あまりに偏った考え方と思います。 

  

強震動の計算においては，多くの研究者が不均質な震源モデルを使用し，過去

の地震の記録を再現できることを、一つ一つ検証を重ねてきました．提案して

いるスケーリング則は，これらの検証を経たものです（例えば, 地震調査委員

会・強震動評価部会, 200813）; Morikawa et al., 201114)）。 
 

入倉・三宅式を強震動予測や津波予測に使う場合に、過小評価にならないため

にどうすれば良いかに関しては、島崎先生の主張をすべて否定しようとは思っ

ていません。しかし、入倉・三宅(2001)のような科学論文に対しては、科学的

に正しい方法で議論すべきと考えます。 

 

入倉孝次郎 
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